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真鶴町まちづくり条例は、美の条例として有名です。まちづくり条例は、⼟地利⽤や都市計画に関す
る条例がメインと思いますが、福祉や防災等、その他の個別分野に限定したまちづくり条例は数多く、
多岐にわたります。 

以前の財団で取り組んだ「潤いのあるまちづくり条例（湯布院町、平成 2 年）」では、真鶴町同様に、
観光開発業者の地域参⼊圧⼒をいかに⾷い⽌めるか（そのために上乗せ、横出しが必須だった）が条例
化の⼤きなテーマでした。 
 また、「まちづくり基本条例」と表現すると、地⽅⾃治基本条例を意味しており、まちづくり条例とは
趣が異なってきます。ニセコ町では、町⺠への情報（公開による）共有、町⺠のまちづくり参加は徹底
しているし、4 年間毎に⾒直しを図っていることもすばらしい。 
 メガ条例の例⽰として、練⾺区まちづくり条例があり、条例化にあたっては住⺠主体と計画⾏政を盛
り込んだ理想的な内容になったと策定委員⻑から聞いていますが、それを運⽤するかどうかは別問題と
なっている。例えば、⽯神井公園駅前の再開発等でまちづくり条例はないがしろにされてしまった。開
発志向の⾸⻑になったことが⼤きな理由でしょうか。 
 全国でさまざまな事態が展開していると思われますが、まちづくり条例の専⾨家としては、真鶴町の
美の基準が再注⽬されているように、他地域への波及はあるのでしょうか、また社会変化（合併による
⾃治の停滞、⼈⼝減少、⾼齢化、経済的疲弊、多⽂化共⽣等）において、他にも意義ある試みはあるの
でしょうか。 
 
 これからも⼈⼝減少が進む⽇本では、所有者不明⼟地がさらに増えていくのではないかと懸念されま
すが、所有者不明⼟地管理制度により、まちづくりを進めるにあたっても、住⺠が利⽤してきた共有地
や地主不在の公共的空間を「総有」として意義付けていくことは可能なのでしょうか。 
 


